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要     旨 

本見解は、定量的なエビデンスに基づいて、博士人材、博士課程進学問題に関す

る現状認識を整理し、その情報と課題解決に向けた施策を学生、保護者、大学、文部

科学省、総合科学技術・イノベーション会議（以下「CSTI」という。）及び産業界に

向けて表出するものである。 

 

１ 作成の背景 

昨今の日本の経済や科学力の停滞、賃金レベルの低下は、研究力・産業革新の停滞

によるところが大きく、その根底には自立する精神を持ち革新を志向する人材の逼迫

も大きな要因の１つである。そして、この問題には長年議論しながら歯止めをかける

ことができていない博士人材問題、すなわち博士号取得者数、博士課程進学率が低下

し続けていることが関係しているとの危機感が、今回見解を表出するに至った動機で

ある。 

博士人材問題については、博士課程学生への経済支援の大幅な拡充や、博士人材を

採用した企業は税制優遇を受けられるなど、歓迎すべき環境が整いつつある。一方で、

博士課程進学を躊躇する経済的事情以外の要因については、いまだ分析や対応が不十

分である。博士課程修了者の企業就職についても、学問（専門）分野や適性を区分す

ることなく、十把一絡げに「採用人数を増やせ」や「博士号取得者の待遇を向上せよ」

というだけの議論では、課題解決に資する対応策も発散しかねない。そこで、当委員

会、分科会、小委員会は、まず化学分野に限定した現状の整理と丁寧な意識調査を実

施し、それらを踏まえて効果の期待できる施策を考え、発信することとした。本見解

は、化学分野のみならず、他の学問分野にも展開可能な施策につながると期待してい

る。 

 

２ 現状及び問題点 

日本では、現在まで 20 年以上に渡り博士号取得者数が低下し続けている。このこ

とは修士課程修了者の進学率低下と相関しており、人口 100万人当たりの博士号取得

者数を海外と比較するとこの状況は特異的である。すなわち、2000 年以降でみると

ドイツ、英国、米国、韓国が大きく博士号取得者数を増やしているのに対し、日本は

漸減傾向にある。化学分野においても、博士課程入学者数が減少傾向にある。（本文

３ページ図１、図２及び本文５ページ図３参照） 

日本の理工系修士学生の進路決定に関する NISTEP（科学技術・学術政策研究所）

による意識調査では、博士課程進学をしない上位の理由は 10 年以上変わらない（本

文３ページ表１及び本文４ページ表２参照）。理由のトップである「経済的に自立し

たい」との要請に対しては様々な施策が始まったが、「社会に出て仕事がしたい」、「博

士課程に進学すると就職が心配」に対しては、対応が十分ではない。企業就職の状況

については、分野により状況が異なる。化学分野では、少なくとも大企業は博士人材

を継続的に採用しており、採用意欲は今後も高まっていく状況が見えている。しかし、
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そのような情報が学生等に十分伝わっていないためか、学生などの認識と実態に乖離

がある。また、企業における博士号取得者の待遇は、生涯年収で比較すると修士課程

修了者よりもかなり高いとのデータがあるが、初任給だけを比較して博士課程修了者

と修士課程修了者ではあまり変わらないという見方が全分野で定着し、博士課程進学

に対するネガティブイメージを強めているという問題がある。博士課程進学を躊躇さ

せる他の様々な理由についても実態と状況認識にずれがあり、そのギャップを埋める

ことが博士課程への進学率減少を食い止めるために必要である。さらに、より本質的

なところで、博士の資質に関して「企業が博士に期待する力」や「大学が育てようと

している博士の強み」が社会で十分共有されておらず、それが上記のような認識のず

れの根底に横たわっているのではないかと思われる。 

 

３ 見解の内容 

当委員会、分科会、小委員会では、定量的なエビデンスを基にして博士課程進学を

増やすために取り組むべきことを提案するために、公知データを活用するだけではな

く、博士課程進学に対する独自の意識調査を化学分野に対して行った。本見解では、

学生や社会の声を反映させた以下の提案を表出する。それぞれの提案について、主な

対象者を括弧内に付記した。 

(1) 博士課程における早期経済的自立と社会的地位の向上へ向けた環境整備 

（文部科学省、大学） 

 博士課程の学生が経済的に自立していると自他ともに実感できる処遇（例

えば、公務員俸給表の修士課程修了レベルなど）を提供するなど、学生や

社会の声を取り込んだ仕組みを設計し、現行の Research Assistant（以下

「RA」という。）制度を改変する。 

 この制度は大学の博士課程の質保証とセットとする。 

 博士課程に進学すればこの RA に採用され、収入が得られることを、修士

課程で就職等の進路を決めるタイミングより早く確定するものとし、それ

を広く学生に周知する。 

 博士課程進学の決定には保護者の意見が強く影響するため、このような経

済支援や大学院教育の効果を保護者に説明する資料を大学が提供する。 

(2) 博士課程修了後の就職不安解消と自信の醸成（文部科学省、内閣府、CISTI、

産業界） 

 文部科学省が毎年実施する学校基本調査に、企業就職希望の博士課程学生

の卒業後の企業就職率を調査項目として加え、博士課程修了者が企業に就

職できている状況を客観的な数字で示す。 

 技術開発系企業に対するアンケート調査を行い、博士人材採用率、先端技

術開発部門における博士人材比率、将来の採用予定を統計データとして示

す。これにより、博士が活躍できる企業の特徴や、企業に博士が在籍して

いる実態、博士の将来性について、学生を始め社会にその認識を広める。 
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(3) 経済効果を明示する施策（文部科学省、内閣府、CISTI、大学、産業界） 

 企業での技術系の学位別年収データを大規模に調査し、公表する。 

 博士課程の授業料免除対象を拡大する。 

 企業奨学金の拡充を図り、企業への就職希望の学生が安心して大学院での

研究に打ち込める環境を整備することによって、学生の博士課程進学意欲

を高める。 

 進学に必要な経済支援を得る目途が、修士の就職活動に先立って得られる

ようにするとともに、そのような情報を学生に確実に周知する。 

(4) 大学院教育の価値の喚起（学生、大学、産業界） 

 当委員会、分科会、小委員会で実施したアンケート調査で得られた、学生

時代よりも卒業後の方が自分の受けていた大学院教育や研究に対する評

価が高くなる傾向にあり、将来に対する不安は逆に小さくなる傾向にある

ことを、統計的なデータとして学生に周知する。このことにより、大学院

教育の価値に対する適切な認識を高め、博士課程進学を後押しする。 

 ジョブ型採用、通年・キャリア採用へのシフトを産学で推進する。博士課

程においてより高度な教育を受け、卓越した研究能力とそこから発出する

ゼロからイチを生む創造力、これらの能力を活かすトランスファラブルス

キルを身に付けた、より高度な人材になろうとする若手人材を増やす。 

(5) 自立する精神を持ち革新を志向する人材の育成（文部科学省） 

 当委員会、分科会、小委員会で実施したアンケート調査で、自律性や好奇

心の高さ、やり遂げる意識が、博士課程修了者の方が修士課程修了者と比

較して高い傾向が得られ、このような意識を持つ者は博士課程進学のキャ

リアパスを選択しうる示唆が得られた。このことを初等・中等教育関係者

とも共有し、いわゆる STEAM教育の中で、このような素養も備わるような

教育の改善・強化に取り組む。
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はじめに 

本見解は、定量的なエビデンスに基づいて、博士人材、博士課程進学問題に関する現状

認識を整理し、その情報と課題解決に向けた施策を学生、保護者、大学、文部科学省、総

合科学技術・イノベーション会議（以下「CSTI」という。）及び産業界に向けて表出する

ものである。 

昨今の日本の経済や科学力の停滞、賃金レベルの低下は、IMD（International Institute 

for Management Development）世界競争年鑑でも示されているが、それらの解析等[1]か

ら、知的資本の弱体化が研究力・産業革新の停滞に表れていると考えられる。特に、博士

人材に係ると考えられる、研究やイノベーションを促す法制の整備（49 位）、知的財産権

保護（34位）、産学間の知識移転の活発さ（49位）など、研究開発により蓄積された強い

知識資本を活かす仕組みが不足していると指摘されているが、前述の知的資本の弱体化の

根底にある大きな要因の１つは、自立する精神を持ち革新を志向する人材の逼迫であると

懸念される。世界では博士人材を含む高度人材に対し、高額な報酬での獲得競争（引き抜

き）が様々な組織の間で行われている。日本においても、激変する社会において次々と出

現する新たな課題に対応できる、長期的な視野をもった高度人材の育成が急務であると指

摘[2]されてきた。にもかかわらず、高度なトレーニングを積み、科学力の推進、イノベ

ーションの重要な担い手となる博士人材に目を向けると、博士課程進学率の低下を受けて

[3][4][5][6]、OECD 諸国の中で唯一、人口当たりの博士号取得者数が減少している[7]。

博士人材問題が長らく議論され、各種の対策が取られてきたが博士課程進学率低下に歯止

めがかかっていない状況にあり、これは、化学分野にも当てはまる[8]。 

科学技術・学術政策研究所（以下「NISTEP」という。）の継続的な意識調査では，博士

課程進学を躊躇させる理由のトップは経済支援不足である。一方、令和４年６月に閣議決

定された「経済財政運営と改革の基本方針 2022」に重点投資分野として挙げられているよ

うに、人への投資、科学技術・イノベーションへの投資が大きく進み始めた[9]。これは

博士人材を育成する上において大きな課題であった学生への経済支援状況の改善をもた

らし[10]、博士課程進学においては強い追い風を得たと言える。化学委員会としては、博

士課程学生を取り巻く状況を転換できる絶好の機会と捉え、この機を逃さず当該問題の解

決を加速すべく、化学委員会化学企画分科会の下に“科学技術立国を支える化学系博士人

材の育成支援小委員会（以下「博士小委員会」という。）”を設置し、日本学術会議外から

の参加者も招聘して課題解決に向けて取り組むこととした。 

NISTEPによる理工系修士学生の意識調査結果[11][12]で、博士課程に進学しない主要な

理由は（i）経済的自立・社会進出への希望、（ii）修了後の就職の心配、（iii）経済的問

題であり、これは 2009 年、2021 年で変わっていない。経済的問題については先述のとお

り経済支援の大幅な拡充が始まりつつあり、博士課程学生の環境改善にとっては追い風で

あるが、経済支援以外の理由に対しては、これまで以上の効果的な施策が必要と考えられ

る。 

日本学術会議でも、博士人材問題にかかわる意思の表出をこれまで複数発出してきてお

り、その中には、現在実現されつつあるものがいくつかある。例えば、ポストドクター（以
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下「ポスドク」という。）のキャリアパスの不安定さを課題とした提言[5]では、多様なキ

ャリアパスの創出と促進のために、産業界への人材循環を促す施策を充実すべきとし、博

士人材の登用に積極的に取り組む企業に対し、税制上の優遇措置を講じる等のインセンテ

ィブを与えることを挙げている。これについては、政府が 2023 年４月より企業の基礎研

究や応用研究に博士号を取得した人材を活用するよう促す税優遇策を設けるとの報道

[13]があり、環境整備が進みつつある。また、大学院生の支援体制を充実させるために、

RA(Research Assistant)/TA(Teaching Assistant)への報酬ではなく、学術振興会特別研

究員（いわゆる学振）レベルのある程度の規模の経済的支援が必要との指摘もなされてい

る。そして、先に述べた様々な経済支援や博士課程における学生の雇用に関する議論が、

教育未来創造会議[14]で行われており、博士課程学生への経済支援状況は前進している。

一方で、産業界が博士課程修了者を量的に多く受け入れていない、企業へのポスドクの就

職が限定的であるという問題点が 2014年に日本学術会議から出された提言[5]で指摘され

ている。この提言では、ポスドクを含む研究者は“高い専門的知見を身に付け、それをも

とに幅広い分野で活躍し、社会に貢献する活動を行う。”という強みがあると述べられて

いるが、社会から十分理解されていない。この状況は現在も変わらないものであり、ポス

ドクをはじめとした博士人材の資質をさらに具体的に企業や社会が理解できるレベルに

かみ砕き、共有することも必要な時期に来ていると思われる。日本学術会議の関係委員会

から、学術研究と若手人材育成の停滞を克服すべき課題に対しては、国と大学が一体とな

って若手研究者が活躍できる環境の整備を行うことが[2]、博士人材層の産業界へのシフ

トを念頭に置いた産学の協働の推進に関しては、産学が目的に応じた契約によって連携を

強め、人的交流も促進すべきとの提言が[15]それぞれなされている。これらの提言につい

ては、具体的な改善行動につながる内容の議論が進むと、より状況は進展するであろう。 

化学の分野では、日本学術会議化学委員会の下に設けられた分科会が 2011年に大学院

における高度人材育成について「報告」を発出している[3]。ここでは、化学分野を学術

及び産業両面で有用な博士人材を最も多く輩出している分野の１つと特徴づけた上で、博

士人材を取り巻く課題を述べている。企業が大学院を支援できる体制整備のための各種の

提案、すなわち税制優遇措置に係る提案や、限定された分野の研究活動時間を減らし、視

野を広げるための教育を増やす提案等は、先に述べた 2023年４月からの税制優遇措置の

動きや、種々の大学院教育改革プログラム[16][17]、最近スタートした次世代研究者挑戦

的研究プログラム[18]等で実現化されつつある。一方で、産学連携における基礎研究との

両立の難しさや就活の早期化による教育への悪影響の問題、博士課程修了者と、社会（企

業）が求める博士人材像とのずれに関する指摘は、10年以上経た現在でも残念ながら解決

されておらず、現在の状況により適合した内容の提案が求められる。 

博士人材問題への対応案を検討する上で不足しているのは、学問（専攻）分野ごとにそ

の置かれた状況に応じて学生や社会の声を丁寧に拾い、寄り添う立場にたった視点である。

先に述べた過去の意識調査においては、学生の声を収集してはいるものの、その区分は理

工系程度の粒度である。企業の博士採用が少ないとの主張についても、学問分野を区分せ

ずに述べられていることが多いが、企業への就職状況や大学院修了後の博士人材の活躍の
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場が分野によって大きく異なることに留意する必要がある。化学分野は、学術及び産業両

面で有用な博士人材を多く輩出してきた。従って、化学に絞った領域で学生を含む現場の

声を丁寧に調査し、その対応案を提示することが状況改善に効果的であり、他分野と情報

を共有しながら対策案や活動を横展開することも有意義と考える。また、既に指摘したよ

うに[3]、化学の分野でも、大学院で育成しようとする博士像と、博士課程修了者に対し

て社会が求める人材像との間にずれがあり、この点についても認識を近づける必要がある。 

このような考えに基づき、化学分野での調査・検討を推し進め、エビデンスベースの見

解を作成することとした。 

１ 日本の博士人材問題に取り組むにあたって 

(1) 日本の博士人材を取り巻く状況と化学系博士人材について 

博士人材は科学力の推進、イノベーションの重要な担い手であるが、日本では修士課

程修了者の博士課程進学率の減少を受けて博士号取得者数が低下し続けている（図１）。

人口 100万人当たりの博士号取得者数を海外と比較してもこの状況は特異的で、2000年

以降でみるとドイツ、英国、米国、韓国が大きく増やしたのに対し、日本は漸減傾向で

あった（図２）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１. 修士課程修了者の博士課程への進学率 

（出典）科学技術指標 2020[6]より転載 

図２. 主要国の博士号取得者推移 

（出典）科学技術指標 2019[7]より転載 

表１ 博士課程進学ではなく就職を選んだ理由 

(出典) 日本の理工系修士学生の進路決定に関する意識調査（NISTEP 2009 年３月） 
修士課程（６年制学科を含む）在籍者を起点とした追跡調査（NISTEP 2021 年６月）より
データを抜粋、加工した 
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このような日本の博士人材育成の惨憺たる状況を改善するためには、その要因の調

査・分析が重要であり、例えば、文部科学省では大学院学生に対する継続的な意識調査

や追跡調査を実施している（表１、２）。NISTEPによる日本の理工系修士学生の進路決

定に関する意識調査[11][12]では、博士課程進学をしない理由のトップ４は 2009年、

2021年ともに、（１）経済的に自立したい、（２）社会に出て仕事がしたい、（３）進学

すると就職が心配、（４）進学すると経済的見通しが立たない、である。また、この外に、

博士課程進学を検討する際に重要と考える条件に、（５）経済支援や（６）企業・アカデ

ミックでの就職状況と、（７）博士修了者の賃金・待遇が優遇されるかどうかが挙がって

おり、これらも 2009年、2021年とで変わっていない。博士課程学生に対する経済支援

は大きく進展し始め、文部科学省は 2025年までに 2018年度実績の約３倍にあたる約

25,000人に生活費相当額を支給する計画である[10]。その効果を待ちつつ、さらなる経

済支援の拡大に期待するところであるが、博士修了後の企業就職や博士の待遇に関して

は、学生や大学教員の情報不足や、偏った情報の影響も少なくない[19][20][21]。例え

ば、博士修了後の進路調査では、アカデミックポジションは任期付きが多いため統計上

は非正規職と分類され、数字上の博士課程修了者の正規職への就職率が低くなる。また、

留学生は博士号取得後に母国に帰国して職に就く者が多いが、進路調査時には職が決ま

っていない場合が多く、無職とカウントされる。このような数字だけの結果を報道等で

取り上げられると、博士号をとっても就職できないとの印象を世間に植え付ける結果に

なる。さらに、文部科学省の調査報告が出されると、それを取り上げて解説する報道等

も多数出されるが、見出しには一部の事実を切り取っただけの刺激的な文言が並ぶこと

も少なくなく、本文を読まずに“博士は評価されない”との認識を誘導することが懸念

される。このような例をはじめとして、博士に対するネガティブイメージを強調する情

報[21][22]が巷にあふれており、その影響は決して小さくないと思われる。 

博士人材の企業への就職状況が芳しくない分野はあるが、化学の分野は、かなり状況

が異なる。化学の分野でも、図３に示すように、修士課程への入学者数はほぼ横ばいで

あるのに対し、博士課程進学は低下の一途をたどっており、企業は博士を採らない、待 

 

(出典) 日本の理工系修士学生の進路決定に関する意識調査（NISTEP 2009 年３月） 
修士課程（６年制学科を含む）在籍者を起点とした追跡調査（NISTEP 2021 年６月）より 
データを抜粋、加工した  (*４位：研究設備・環境の充実) 

表２ 博士課程進学を検討するのに重要な項目 
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図３ 化学、応用化学の修士課程、博士課程入学者推移 

(出典)文部科学省 学校基本調査のデータ[8]よりグラフ作成 

 

遇が修士卒と違わないといった不満を耳にする。しかし、企業就職については、博士課

程修了者が問題なく希望する企業に就職し巣立っていると口にする教員や、“企業は博士

を採らない”と言われて違和感を覚える化学系企業人は少なくない。化学産業界には、

日本化学工業協会が博士人材支援を目的として実施している「化学人材育成プログラム」

[23]があり、学生への経済支援や化学産業への就職支援、大学・企業交流、化学産業教

育支援が含まれている。このプログラムのスタートは 2010年と、産業界による博士課程

学生支援としてはかなり先駆的なものであり、それだけ化学産業界が博士人材に期待し

ていることを表している。さらに 2011年の本委員会からの報告にも、化学関連のグロー

バル COE（Center Of Excellence）実施大学では、博士の学位取得者が企業研究者とし

て社会に出ていく割合は 30～60%を占めていると指摘している[3]。このような状況と、

企業は博士を採らないという声のギャップの原因は何であろうか。 

化学は分野が産業・業界として確立されているため、企業で活躍できる場が多く、博

士人材の採用も従来から行われている。この点はおそらく他の分野と異なるが、分野の

違いを考慮しない調査結果、あるいは博士課程修了後の就業環境があまりよくない分野

からの情報拡散の影響を受け、現実が適正に理解されていないように思われる。このよ

うに考えると、博士人材問題の調査をする際や、対応策を考える時には、少なくとも分

野による区分をした上で、すべての分野に共通する部分と分野に特有な部分を適宜区

別・整理し、問題の焦点がぼやけることを回避することが、課題の本質に迫るために必

要である。 

 

(2) 本課題解決に向けての施策の考え方 

先に述べたとおり、博士人材問題については、まず化学分野について検討することに

意義があるとの前提に立っている。その上で、次の２点を実施することが、本問題の解

決に向けた施策を考える上で必要かつ有用と考えた。 

①  学生等に対するきめ細かい意識調査の実施（アンケート調査） 

これまでも博士課程に進学しない理由に関する意識調査は行われてきた。しかし、

経済支援は始まったものの、早く社会に出たいとの思いに対してどのように応えられ
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るか、就職の不安についてはどうか、さらには、現行の支援で十分なのか、経済支援

だけで博士課程進学が増えるのか、こういった課題に対しエビデンスベースで施策を

提示しなければ、的外れの、効果の薄いものとなりかねない。そこで、経済的要因に

対してプラスαとなる要素の探索、大学教員や民間企業で活動する研究者が抱く博士

課程進学やその支援に関する認識をデータに基づいて検証する反省的な仮説検証型調

査、すなわち、これまで学生が博士課程に進学しない理由に十分こたえてこなかった

のではいかとの反省や、博士人材の企業就職状況や収入について、学生が偏った情報

にさらされていることに十分対応してこなかったことへの反省に基づいた調査、さら

には学生の博士課程進学への背中を押すのに効果的なことは何かといったことをあぶ

りだすような意識調査を化学分野で行うこととした。 

②  博士人材問題を多面的に議論する場の設定と情報共有の充実 

化学分野では博士人材が企業で活躍できる場が多く、他の分野と比べて採用も従来

から多く行われてきた。しかし、他分野の情報の影響のためか、化学分野においても、

博士課程修了者は企業に就職しにくいと認識している学生、教員が少なくない。企業

で活躍している博士課程修了者がその経験を講演会等でスポット的に話をするような

機会は各所で多く設定されてきたが、トップを含む企業のマネジメント層と大学関係

者が博士人材に求められる資質や期待について、産業界でのキャリアや部門での博士

人材比率の数字を交えて議論する機会はほとんどなかった。化学系企業では、昨今の

技術革新や事業環境の激変により、ますます未知の領域開拓、ゼロからイチをつくる

人材候補として博士人材の需要は高くなってきている。企業マネジメント層が語る博

士人材への期待やキャリア形成の実態と、大学も含めた多様な立場から見た博士人材

に期待する資質などを日本学術会議の見解として広く共有することは、博士人材に対

するポジティブな雰囲気の醸成と、学生の博士課程進学を後押しすることに資すると

考えられる。 

このような考えの下、博士人材問題を多面的に議論するシンポジウムを設定し、見

解に資する情報・知見の収集ととりまとめを行うこととした。 

 

２ 博士課程進学に対する意識調査と分析 

(1) 意識調査の背景と目的 

2021年度には「科学技術イノベーション創出に向けた大学フェローシップ創設事業」

[24]や「次世代研究者挑戦的研究プログラム」[18]が発足し、博士課程学生を対象にし

た経済支援は急速に充実してきている。このような事業には学生が抱える経済的な不安

を払拭する効果が期待されるが、学生が抱える不安は経済的なものに限られるわけでは

ないことも周知の事実である。 

NISTEP が 2009 年に実施した「日本の理工系修士学生の進路決定に関する意識調査」

[11]では、博士課程に進学せずに修士号取得後に就職した者の進路意識が分析されてい

る。図４に示すとおり、博士課程に進学しない理由の１位は「経済的に自立したい」で

あるが、「社会に出て仕事がしたい」、「博士課程に進学すると修了後の就職が心配である」、 
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図４：博士課程後期に進学しない理由 

(出典)日本の理工系修士学生の進路決定に関する意識調査（NISTEP 2009年３月）[11]より転載 

 

「大学教員などの仕事に魅力を感じない」と思う者も多く見られるなど、経済的要因と

は言い切れない様々な要因が博士課程進学に影響していることが明らかにされている。

この結果は、経済的要因に対してプラスαとなる要素を意識した調査や施策の必要を示

唆している。 

そこで今回の調査では、対象者を化学系の学生や社会人に絞った上で、経済的要因に

対してプラスαとなる要素を意識した調査項目を含むアンケートを実施することとした。 

 

(2) 調査概要 

この調査は化学委員会、化学企画分科会、博士小委員会が主体となって立案・作成し、

ウェブアンケート方式で 2022年９月に実施した。調査フォームの配布に際しては、公益

社団法人日本化学会、公益社団法人高分子学会、化学ポータルサイトのケムステーショ

ン、株式会社エル・フォート等の関係団体にご協力いただいた。 

調査の時点では高専生、学部生、大学院生（博士課程前期・後期、修士課程・博士課

程）、社会人を対象とし、総回答数は 5,175件となった。ただし、高専生、学部生に欠損

値が多数含まれたこと、本調査の焦点が博士課程進学を決める要因に置かれていること

に鑑みて、以下では欠損値等をデータから削除した上で、修士で修了し就職する予定の

学生 882名、博士号取得後に就職予定の学生 746名、修士課程修了の社会人 931名、博

士課程修了の社会人 2,426 名からなる合計 4,985名のケースについて分析する。なお、

本調査では「進学せずに就職するかどうか」を問うており、学生の就職先については特

段の限定を付していない。（例えば、大学や公的研究機関の研究者といった、いわゆる「ア

カデミア」と「民間企業」の区別はつけていない。） 

また、調査対象に大学教員のデータがかなり含まれたのは、日本学術会議化学委員会
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の会員、連携会員にアンケート協力とその拡散を依頼したためである。 

 

(3) 学生が博士課程に進学しない理由、する理由 

2009年の NISTEPの調査を参照しつつ、「学生が博士課程に進学しない理由」を検討す

る。「しない理由（博士課程に進学しない理由・しなかった理由）」の回答者は修士課程

を修了後就職予定の学生と修士課程修了の社会人である。もう一方の「する理由（博士

課程に進学する理由・した理由）」の回答者は博士課程修了後に就職予定の学生と博士課

程修了の社会人である。 

「しない理由」の設問では、「教育課程魅力なし：大学院の教育課程に魅力を感じない

/感じなかった。」、「研究魅力なし：大学院での研究に魅力を感じない/感じなかった。」

「社会進出魅力：社会に出て仕事することに魅力を感じる/感じた。」、「早期経済自立：

なるべく早く経済的に自立するべきだと思う/思った。」、「学力不足：自分の学力では大

学院への進学等は難しい/難しかった。」、「経済的事情：進学等に必要となる費用（例：

学費や生活費）の捻出が難しい/難しかった。」、「修了後就職不安：修了後の就職が心配

である/心配だった。」に該当するかを尋ねた。 

もう一方の「する理由」の設問は、基本的に「しない理由」と対応している。すなわ

ち、「教育課程魅力あり：大学院の教育課程に魅力を感じる/感じた。」、「研究魅力あり：

大学院での研究に魅力を感じる/感じた。」、「社会進出魅力：社会に出て仕事することに

魅力を感じない/感じなかった。」、「早期経済自立：なるべく早く経済的に自立するべき

だとは思わない/思わなかった。」、「学力十分：自分の学力には大学院進学がふさわしい/

ふさわしかった。」、「経済的事情：進学等に必要となる費用（例：学費や生活費）の捻出

が可能である/可能であった。」、「修了後就職期待：大学院修了後に就職が有利になると

期待している/期待していた。」に該当するかを尋ねた。これに加えて、「学位必要：博士

の学位が必要・望ましい仕事（大学教員、企業の研究員等）を希望している/希望してい

た。」についても尋ねた。 

 

① 博士課程に進学しない理由・しなかった理由（図５） 

まず指摘したい事実は、大学の教育や研究に対する不満が高くない点である。自分

自身の学力への不安も高くなかった。従って、大学教育や大学院教育の内容や方法に

問題があって博士課程に進学しないケースは多くないと言える。もちろん、現在の大

学や大学院の在り方に何も問題がないわけではない。例えば、自由記述には「研究室

のドクター、教員の仕事内容をみて全く魅力を感じなかったから」（修士学生）という

コメントが寄せられている。この声は、学生の最も身近なロールモデルとなるべき大

学の研究者が、本人の問題なのかあるいは環境の問題なのかは別として、その役目を

果たせていないことから出ている可能性がある。また、自由記述の中には「もともと

博士課程を志望していたがパワハラ・アカハラ気質な教授のもとで研究を続けるのは

心身ともに厳しいと判断した」（修士卒社会人）という大学・大学院の倫理や社会的責

任を問うものもある。ハラスメントの問題を指摘する声は全体でも２件で、数自体は
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少ない。しかし、数が少ないからと言って見過ごせる問題ではないことは指摘してお

かなければならない。全体としては大学の教育や研究には問題がないとしても、やは

り教員と学生の関係に対する不断の改善は必要である。 

 

 

図５ 博士に進学しない理由・しなかった理由 

（出典）本章で説明のアンケート調査結果より小委員会で作成 

 

次に、経済的側面について確認する。経済的事情の「とてもそう思う」「そう思う」

の合計は 40.9%であり、修了後の就職に関する不安については 46.2%である。やはり、

博士課程進学の経済的側面は看過できない問題である。目下、国や大学が取り組んで

いるように、奨学金等の充実（コストダウン）、授業料の減免・免除、学生の就職支援

（パフォーマンスアップ）によって博士課程進学を促進できる可能性は十分にある。 

しかし、それ以上に重要な問題がある。博士課程に進学しない理由としては、社会

進出魅力と早期経済的自立を挙げる者が非常に多い。「とてもそう思う」と「そう思う」

の合計はそれぞれ 71.6%、85.1%にも上る。この結果は、NISTEPの調査結果とも整合す

る。自由記述には「博士課程に進学することで、社会に出るのが遅れる。経済的自立

や結婚等が遅れる。20代後半まで学生は外聞が悪い」（修士学生）という示唆的な言葉

が寄せられている。この言葉からは、学生が様々なプレッシャーの中で進学や就職の

意思決定を下す様子が見て取れる。博士人材のライフコースの問題や博士課程学生の

社会的地位・職業的地位の問題は、博士課程進学の阻害要因として注目に値する。 

こうした問題は、経済支援や就職支援によってある程度緩和される可能性がある。

しかし、それだけで問題が解決するとは思えない。例えば、女性の進学や社会進出は、
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それが経済合理的であっても、「女に学はいらない」、「女の幸せは家庭にある」といっ

た前世紀からの社会通念により阻害されてきた。こうした社会通念は徐々に変化して

きているとは思われるが、経済合理性とは別の問題として、博士人材のライフコース

や博士課程学生の地位を取り巻く社会通念にもメスを入れる必要がある。 

 

② 博士課程に進学する理由・した理由（図６） 

理解しやすくするため、ここでは上述の「博士課程に進学しない理由・しなかった

理由」と同じ順で検討する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図６ 博士に進学する理由・した理由 

（出典）本章で説明のアンケート調査結果より小委員会で作成 

 

具体的には、研究や教育に関連する事項、経済的な事項、社会的な事項の順である。 

博士課程に進学する理由・した理由としては、「研究魅力あり」と「博士号必要」の

ポイントが非常に高い。「とてもそう思う」と「そう思う」の合計は、それぞれ 89.5%、

78.2%である。「学生は研究や研究者に対する高い動機付けゆえに博士課程に進学する」

という説明は大学関係者にとってはほとんど自明だが、今回の調査でもこの当たり前

のことが改めて確認された。 

   学力が十分に足りていることや教育課程に魅力を感じたことで、博士課程進学が促

進されたケースは研究に関連する事項に比べれば低いが、それでもかなりの割合に及

んでいる。「とてもそう思う」と「そう思う」の合計は、前者について 54.0%、後者に

ついては 48.6%である。 

2010年頃から我が国では「博士課程教育リーディングプログラム」[25]や「国際共
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同学位プログラム」[26]のような、企業との共同研究やグローバルな研究に携わる機

会が充実した新しい教育課程の創出が取り組まれている。こうした取組は大学院の教

育課程の魅力を向上させている可能性がある。このことに鑑みて、博士課程教育の魅

力に対する現役学生（博士課程進学予定の学生・博士課程学生）と博士課程修了の社

会人の回答の傾向に差があるかをχ2検定で確認したところ、両者には統計的な有意差

が認められた（表３）。「とてもそう思う」と「そう思う」の合計は、それぞれ、現役

学生の場合は 54.9%、社会人博士の場合は 46.6%である。両者の差は大きなものではな

いが、近年の教育改革の果実を受け取ることのできる現役学生の方が教育課程の魅力

を感じているという事実は注目に値する。改革によって大学院の教育課程が改善しつ

つあることや、教育課程の魅力が確かに博士課程進学を後押しする要因となっている

ことを示唆しているからである。引き続き魅力的な教育課程の開発に取り組んでいく

価値は十分にある。もちろん、先鋭的な教育プログラムの開発に取り組むだけではな

く、日々の授業や研究指導を通して学生の学力をきちんと育成していくことも重要で

ある。 

 

表３ 博士課程進学理由として教育課程の魅力を挙げる者に関する現役学生と 

社会人博士の比較 

 
（出典）本章で説明のアンケート調査結果より小委員会で作成 

 

次に、進学理由の経済的側面を検討する。進学に際して経済的な事情が許したから

博士課程に進学するあるいは進学したというケースは比較的多く、「とてもそう思う」

と「そう思う」の合計は 64.0%に及んでいる。自由記述にも学振のような、給付型の経

済支援事業に採択されたからこそ博士に進学することができたといった声は多数寄せ

られている。生活費相当の奨学金を給付することで博士課程進学の経済的不安を払拭

しようとする現行の施策には効果が期待できそうである。 

これと合わせて、「学振を取れるような成果はなかったが、自宅通学生であること、

当時グローバル COEやリーディング大学院の RA制度もあり、最悪飢えて死ぬことはな

いとの安心感はあった」（博士課程修了社会人）といった声も紹介しておきたい。この

コメントは、比較的選抜性の高くない経済支援事業（日々の着実な学習や研究の先に

確実に経済支援が得られるような事業）の意義を示しているからである。現行の施策

でも「創発的研究支援事業」の一環として RAを拡充するといった施策が行われている

が、こういった施策にも一定の需要はあるだろう。 
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博士課程に進学することで修了後の就職が有利になると期待するケースはさほど多

くない。「とてもそう思う」と「そう思う」の合計は 34.3%にとどまっている。実際の

ところ、「博士に進学したからといって、就職やその後のキャリアが有利に運ぶと確約

されているわけではない」という見方に立てば、この結果は当然と言える。ただし、

詳しくは後述するが、この見方は必ずしも妥当とは言い切れない点がある。 

社会進出に魅力がないと考える者や早期に経済的に自立する必要はないと考える者

は比較的少ない。「とてもそう思う」と「そう思う」の合計は、それぞれ 29.9%、39.0%

である。博士課程に進学する者・した者は社会的なプレッシャーに対する感度が低い

わけではない。他の多くの学生と同じように、大半の博士課程学生は社会に進出して

活躍したいと考えているし、なるべく早く経済的に自立したいと願っている。この意

味において、博士課程進学を促進する上で、やはり経済支援のみならず多面的な支援

を打っていく必要がある。 

 

(4) 学生のマインドセット 

前述のとおり、博士課程学生とそれ以外の学生には共通点も多い。しかし、両者の間

には一定の差異もまた存在するはずである。博士課程学生や博士人材に固有の傾向や特

質の解明は非常に興味深い論点であり、博士課程進学促進の手立てを考える上でも極め

て重要である。この点については小委員会でも度々議論があった。議論の中で、博士課

程進学の伸び悩みの背後には、物事に主体的に取り組んだり、自律的にキャリアをデザ

インしたりする習慣あるいは経験が学生に欠けていることがあるのではないかとの仮説

が浮上した。 

そこで、本調査では博士課程学生のマインドセットに関する設問を組み込むことにし

た。設問では「学業・研究専念経験：受験以外の目的で、学業や研究に熱心に取り組ん

だ経験がある」（表４）、「興味関心自発学修：自分の興味・関心のある事柄について自発

的に学習している」（表５）、「興味関心積極行動：自分の興味・関心のある活動(課外活

動等)には積極的に取り組んでいる」（表６）に該当するかを尋ねた。 

回答者は現役学生に限った。また、上記の特質がアカデミア志向に起因する可能性を

考慮し、博士については「博士まで進学して民間企業就職希望」と「博士まで進学して

アカデミア就職希望」を区別して解析した。 

それぞれの学生の回答傾向の差異をχ2検定で検証したところ、上記の全ての設問にお

いて、修士まで進学して就職を希望する学生、博士まで進学して就職を希望する学生の

間で統計的な有意差があることがわかった。特に、学業・研究専念経験と興味関心自発

学修には“とてもあてはまる”の回答率が示すとおり、博士まで進学して就職を希望す

る学生の方が高いという顕著な差が認められた。つまり、子どもたちの基礎学力の育成

も重要ではあるが、合わせて、自分の関心のある事柄を自ら主体的に学ぶ習慣や自分の 
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表４ 学業・研究専念経験 

 

（出典）本章で説明のアンケート調査結果より小委員会で作成 

 

表５ 興味関心自発学修  

 

（出典）本章で説明のアンケート調査結果より小委員会で作成 

 

表６ 興味関心積極行動  

 

（出典）本章で説明のアンケート調査結果より小委員会で作成 

 

キャリアを自分でデザインする意思を育む必要がある。特に、科学研究に生涯に渡って

携わっていくような人材の育成を重要視するのなら、主体的な学習習慣の確立や自律的

なキャリアデザインは極めて重要である。もちろん、このことは基礎学力が重要ではな

いなどということを意味しない。基礎学力だけでは測れないような科学研究に必要な姿

勢や態度が存在するのである。大学や大学院あるいはそれ以前の学校段階から学生や子

どもたちの研究者としてのマインドセットを養うことは極めて重要と考えられる。 

また、事業遂行意欲（自分で決めたことは必ずやり遂げようと努力するか）、自律的進

路意識（大学進学の際の進学/就職選択や、学部・学科の選択は自分で決定したか）につ

いても調査したところ、いずれの項目も博士まで進学して就職を希望する学生の方が“と

てもあてはまる”の回答率が顕著に高かった。詳細は、＜参考資料２＞意識調査データ

（41～45ページ）に記載した。 
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(5) 博士課程進学促進策と効果の予測 

ここでは、どちらかと言えば博士課程進学の経済的側面ではなく社会的側面や心理的

側面の分析結果を基に、経済支援から多面的支援への拡張の重要性を示してきた。だか

らと言って博士課程進学の経済合理性を軽視してよいわけではない。むしろ博士課程学

生に対する経済支援が充実して来ている今こそが、博士課程進学の経済合理性の問題に

切り込むチャンスであると捉えている。こうした観点から、今回の調査では、博士課程

進学の経済合理性の向上に関する２つの設問を設けた。 

 

①  博士課程進学の促進に必要となる経済支援の金額 

１つ目は、博士課程進学の促進に必要となる経済支援の金額を尋ねる設問である（表

９）。現行の施策では、博士課程学生に対する経済支援は月額 15万～20万円程度の奨

学金の給付が中心であるが、この範囲の奨学金に博士課程進学増加の効果を認める者

は 22.3%であった。15万円未満の奨学金に効果を認める者は 22.6%、20万円以上の奨

学金に効果を認める者は 45.4%となった。20万円以上の奨学金を給付する経済支援に

関するニーズが高い。生活費相当の奨学金を受給する者の人数だけではなく、奨学金

の金額についても検討する必要がある。 

 

    表７ 博士課程進学の促進に必要となる経済支援の金額 

 

（出典）本章で説明のアンケート調査結果より小委員会で作成 

 

 

② 博士課程進学の経済的リターンに関する認知 

２つ目の設問では、島・藤村による学部卒、修士課程修了、博士課程修了の生涯賃

金の推定結果[27]を示した上で、博士課程進学の経済的リターンを認知していたか、

そのような経済的リターンを認知した場合に博士課程進学への評価が向上するかどう

かを尋ねた。調査票に記載した図表は図７である。 
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図７ 学歴別の生涯賃金 

(出典)大卒・大学院卒者の所得関数分析―大学教育経験・学習有効性認識・自己学習投資に注目して― 

島一則、藤村正司、大学経営政策研究 第４号（2014年３月）[27]より転載 

 

博士課程進学の経済効果の認知度は低く、「知っていた」と「なんとなく知っていた」

の合計は 31.3%にとどまった。博士課程進学の経済効果を認知することで博士課程への

評価が「大きく向上した」、「向上した」、「どちらかと言えば向上した」と回答した者

の合計は 44.0%に上った。博士課程進学の経済的リターンを周知する事で、博士課程へ

の評価が向上する可能性は十分にある。 

なお、島・藤村の所得の推計には博士のサンプルが少ない（131名）という問題があ

ったため、今回の調査でも博士の所得（年収・税引前）について改めて確認すること

とした（図８）。今回の調査では 100万円ごとにクラス分けして所得を尋ねた。得られ

た解答をクロス集計し、χ2検定で統計的な有意差を検証した。検証の結果、博士は修

士に比べて年収 700万円以上 1000万円未満の層が多く、修士は博士に比べて年収 100

万円以上 600 万円未満の層が多いことがわかった。若年層では修士と博士の給与の差

はわずかだが、年齢が上がるにつれてその差が拡大することも確認された。この傾向

は島・藤村と一致する。 

ただし、所得は学歴の他にも年齢、性別、業界、職種などにも左右される。この点

を統制した上でより精密な分析を実施する必要があるが、今回の調査ではそのための

十分な規模のデータが得られておらず、今後の課題となった。 

現時点で確認できたこととしては、大局的に見れば、博士課程進学の経済的リター

ンは決して小さいものではないということ、そしてこの事実がまだ多くの者に知られ

ていないという点である。学生が大学院進学の経済的リターンを十分に認知していな

ければ、博士課程進学の経済合理性は実際よりも過小評価されてしまう。博士課程進

学の経済的リターンは広く社会にアピールする価値がある。 
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図８ 修士と博士の所得の分布 

（出典）本章で説明のアンケート調査結果より小委員会で作成 

 

３ 博士課程学生を取り巻く状況認識と社会が求める博士人材の資質について 

博士人材問題は様々な対策が取られつつも長らく解決できていないこともあり、“昔か

ら議論している”との印象を持たれやすい。しかし、時間と共に世の中の状況も大きく

変わってきていることから、博士問題の過去の経緯も踏まえながら現在の問題を捉え、

将来への対応を考えることが大事である。 

 

(1) 化学系企業における博士人材の活躍状況 

産業別の研究人材に占める博士号保持者の比率が科学技術指標 2020[6]に示されてい

る（図９）。この図は日本の産業界で活躍する博士人材が米国と比較して少ないとの指摘

でよく使われる図で、化学工業では研究者に占める博士号保持者の比率は約８%にも上る。

米国の 25%と比較すると確かに低いものの、８%は先に示した化学分野での修士課程と博

士課程進学者数から推定する博士比率（10%前後）と比較して著しく低いものではなく、

日本では博士がアカデミアに偏在していることも考慮すると、化学分野で博士人材が企

業に就業しにくい状況ではないと言うことができる。 
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図９ 産業別の研究者に占める博士号保持者の割合 

（出典）科学技術指標 2020 NISTEP [6]より転載 

 

このような状況にもかかわらず、化学分野においても、博士課程修了後の企業就職は

難しい、企業は博士を採らないとの声を少なからず聞く。一方で、化学系企業は、特に

大手企業では、従前より博士課程修了者を採用しており、最近はその需要が高まってい

るとの情報もある。そこで、このギャップを埋めることがまず必要と考え、企業での博

士人材のニーズの周知を目的としたシンポジウムを開催した[28]。その時に披歴された

企業関係者の声を以下にまとめる。 

① 博士人材の在籍状況について 

 先端技術開発、新規事業開発やイノベーションを担うコーポレート部門の研究所

における博士号保有者率は、約４分の１から３分の１に上る[29][30]。 

 博士人材のキャリアは、初めは研究開発が中心となる。しかし、本人の希望や適

性に合わせながら、事業部門や経営企画、工場などに広がり、国内外を含めて活

躍している。 

 博士だからという理由での待遇差はないが、実力を発揮して成果を出す結果とし

て博士人材の昇進は早いとの感度がある。研究所の管理職になるほど博士号保有

者が多くなる組織もあること、２章で示したアンケート結果で、年齢が高くなる

につれて修士卒と博士卒の年収差が開く（博士卒年収＞修士卒年収）傾向がある

ことが、その証左と言えるであろう。 

② 博士人材の採用意欲について 
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 従前より博士人材を採用してきたが、今後も積極的に採用する予定である。 

 社員の博士号取得を奨励している。 

③ 博士人材に期待する資質について 

 企業が求める人材像は、博士人材が持つ強み、特徴と共通性が高い。いずれの企

業でも共通点が多い。 

 専門性は当然として、課題設定力、論理的思考力、知的好奇心、コミュニケーシ

ョン力、多様性の受容が重視されている。 

 自身の専門知識を活用し、関係者と協働しながら自律的に問題解決を行うことが

強く求められる。 

 自分の専門に拘らない、固執しない柔軟なマインドが必要。 

 

日本は「この道一筋」という姿勢が尊ばれる文化があり、博士は１つの分野に精通し

てコツコツと知見を深めるイメージが強く、大学教員もその点を博士の特長として強調

する傾向にある[31]。しかし、社会が大きく変化する中、企業から期待される博士像も

変わってきている。共通していたのは、企業は“博士号”を求めているのではなく、企

業が求める上記の優れた資質を有している人材は結果として“博士”であることが多く、

そのため博士人材の採用を今後さらに増やしたいとの意欲につながっていることであっ

た。 

 

(2) 博士課程に係る情報の伝わりにくさ 

博士課程学生と企業のインターフェースの立場から見える、博士課程進学を決める際

の課題と、博士課程学生が企業就職活動する際によく発生する誤解を知ることは、本問

題に取り組む上で参考になる。 

学生が博士課程進学を選択しない理由に関しては NISTEPによる調査結果があること

は１章で述べたが、こういった意識調査の結果のほかに、身の回りでよく耳にする情報

として、博士課程進学に対する保護者の反対がある。出身高校の教員から反対された例

も少なくないようである。全国規模のものではないが、保護者アンケートによると、子

供の博士課程進学について不安を感じる理由のトップは学費が高いことであった[21]。

一方で、経済支援施策を知っている保護者は、知らない保護者よりも博士課程に進学さ

せたい意向が有意に高い結果となった[17]。このことから、経済支援は、親の意識に対

してプラスの効果がある一方で、まだ認知度が低いことがわかる。保護者は博士につい

てあまり知識がなく、学生は親に修士を終えてさらに３年間学業を続けたいとは言いに

くい場合も多い。しかし、「子供を博士課程に進学させてもよい」、もしくは「どちらで

もない」という保護者が、その理由として選んだものは「子供の意思を尊重したい」が

多かったという結果となっており、学生と保護者とのコミュニケーションの促進が大事

であることを指摘できる。 

ここで、保護者は博士についてあまり知識がないと述べたが、保護者だけでなく、博

士課程進学についてアドバイスをする高校教員も、大学のウェブサイトから情報を得よ
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うとすることが多い。しかし、大学院の紹介は専攻別に設定されており、大学院、博士

課程がどういうものかを十分理解できるものとはなっておらず、この点についても大学

側にはかなり改善の余地があると考えられる。 

博士課程学生は企業就職で苦戦すると言われるが、化学分野の実態は異なり、企業か

ら引く手あまたの学生も多く、その学生も特別な学生ばかりではない。企業から、博士

課程学生をなかなか採用できないとの相談を受けることもしばしばあり、博士課程学生

の企業就職は、修士以下の学生のそれとは異なることについて学生自身が十分認識でき

ていないことが問題と指摘できる。一般的な就職支援業者は学部生・修士学生を対象と

しているので、博士課程学生は独自の就職活動が必要となる。この点を大学側も踏まえ

て企業就職のサポートを行わなければならない[21]。この点に関して、JST次世代研究

者挑戦的研究プログラムにおいては、大学に博士課程学生の産業界へのキャリアパス構

築に向けた努力が求められている。また、文部科学省と経団連が共同設置した「ジョブ

型研究インターンシップ推進協議会」[32]において、「ジョブ型研究インターンシップ（先

行的・試行的取組）実施ガイドライン」[33]が策定され、複数の大学、企業からなるジ

ョブ型研究インターンシップ推進協議会が設立されている。これにより、大学院教育の

一環として行われる長期間かつ有給の研究インターンシップが普及していくことが期待

されている。 

 

(3) これからの博士人材の活躍の在り方 

様々な立場からの博士像を語ろうとすると、大学や企業で活躍する博士人材は多いも

のの、「企業が博士に期待する力」や「大学が育てようとしている博士の強み」を語るた

めの概念や指標（言葉）は必ずしも明確化されておらず、社会に共有されていないこと

に気づかされる。高度な専門知識・スキル、研究者としてのコンピテンシーについての

評価を語り、掘り下げることで、博士の強みや力に関する理解が深まり、さらなる大学

院教育の充実や、企業など社会での博士の活躍の受け入れの拡大につながると期待でき

る。 

また、最近では、大企業をはじめとして、新卒一括採用・終身雇用制度から、ジョブ

型採用、通年・キャリア採用へと採用・キャリア形成の在り方が変わり始めている[30]。

ジョブ型・通年採用は、プロフェッショナル人材候補となりうる博士人材の就職と親和

性があり、このような変化が、より高度人材になろうとする若手を増やし、日本の研究

力・産業革新の停滞を打ち破る起爆力になることも期待できる。 

 

４ 博士課程進学を増やすために取り組むべきポイント 

２章で述べた意識調査と、３章で紹介した博士課程学生を取り巻く状況認識と社会が求

める博士人材の資質に関する情報を基に、博士課程進学を増やすために取り組むべきこと

を述べる。 

(1) 早期経済的自立、社会的地位の向上へ向けた環境整備 

博士課程進学を選択しない理由には、博士人材のライフコース、博士課程学生の社会
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的・職業的地位の問題をはじめとする社会通念に係る課題が横たわっており、これらの

刷新は容易ではない。したがって、早く社会にでなければならないといったようなプレ

ッシャーを感じやすい、学生のマインドになるべく沿った施策が必要である。では、早

期経済自立・社会進出魅力とは何か。この NISTEPの意識調査の回答者が修士課程学生で

あることから考えると、社会に出て仕事をし、経済的に自立している社会人とは、一定

の社会的な立場を持って働いて相応の収入を得ている人である。そして、そのように働

いていることを、保護者も含めた周囲に説明しやすいことも必要である。そこで経済自

立、社会進出と“学生の地位”を両立するための一提案として、Research Assistant(RA)

制度を仕立て直し、“一定の社会的な立場を持って働いて相応の収入を得ている”感覚に

匹敵する条件を提供するのが良いと考える。この時、社会に出て働いている感覚を得る

ために、公務員俸給表の修士課程修了レベルに相当する条件を提供すると、RAとなった

学生は、周囲にそのような形で働いていることを一定の根拠と合わせて説明することが

でき、自身の納得感も得やすいものと思われる。そしてこれを博士課程進学につなげる

ためには、このような RAに採用されること、収入が得られることを、修士課程で就職活

動を始めるタイミングの前に確定すること、それを広く学生に周知することが望ましい。

さらに、博士課程進学の決定には保護者の意見が強く影響を及ぼすことから、このよう

な経済支援について保護者に説明する資料を大学が提供することも必要である。 

一方で、経済支援だけではこの要望に応えることにならないのではないかとの懸念も

ある。職業的地位、将来の見通し（キャリアを形成していけるという理解）が得られる

ような制度、例えば、大学院の職業レリバンスの明確化（修了後の職業生活における大

学院教育に意味の明確化）、就職率や就職先に関するデータの充実、就職支援のさらなる

強化といった制度、大学の規模や指導教官に影響されない標準化された制度がより求め

られる。 

このような制度は、現行の RA制度の仕立て直しだけで対処できるのか、学生の声、社

会の声を取り込んだ制度設計が必要である。付け加えると、給与を支払う以上、対象者

（博士課程入学者）の学修成果、研究成果の評価基準設定と認定に基づく質保証を大学

が行うべきであり、また、経済支援は博士課程の標準修業年限内に限定することが必要

である。 

 

(2) 博士課程修了後の就職不安解消と自信の醸成 

シンポジウムでのアンケートで企業採用の博士比率に高い関心が集まったことや、工

学系では博士課程学生の大半が企業に就職しているにも関わらず企業就職への懸念が小

さくない現状を鑑みると、博士課程学生の企業就職状況が正しく学生や社会に伝わって

いないと考えざるを得ない。 

学校基本調査では、定期的に博士課程修了後の就職状況の調査が行われている。現在

の学校基本調査に、博士の就職実態を加味してデータを整理・公表することを文部科学

省に提案したい。すなわち、企業就職希望の博士課程学生の企業就職率は高いと思われ

るため、この数値を示すことで、少なくとも化学分野では博士課程修了者で企業就職を
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希望する者の就職率が高いことを学生等に伝えることができる。これにより、“博士は企

業に就職できない”という誤った認識を解消するとともに、博士課程修了者の方が就職

に有利であるという見通しを学生等に持たせられる可能性が高い。また、企業に対する

大規模調査を行い、博士人材採用率、先端技術開発部門における博士人材比率を開示す

ることにより、博士は企業で活躍しているという実情を正しく伝え、企業就職希望学生

の博士課程進学を後押しする。 

 

(3) 経済効果を明示する施策 

２章で述べた意識調査から、博士課程修了者と修士課程修了者の収入を比較する際は

初任給ではなく生涯年収に着目することが大事であること、博士課程進学の経済的リタ

ーンに関する情報を学生に伝えることで博士課程進学の背中を押す効果があることがわ

かった。今回、化学委員会等が実施した意識調査は化学分野に限定されており、かつ、

大学教員のデータがかなり含まれていることから、分野に限定しない、技術系の企業で

の年収データを大規模に調査することは有用である。e-CSTI[34]には豊富に情報がある

ので、合わせて活用できる形が望ましい。 

この他、欧米と比較すると、欧米では博士課程学生に対して研究者として給与が支払

われるのに対して、日本では授業料を支払う必要があり、経済環境に顕著な差異がある

ことが以前より問題点の１つとして指摘されてきた。最近計画が示された国際卓越研究

大学では博士課程は授業料免除・生活費支給の実現が謳われている[35]。対象を日本の

博士課程学生全体に有効拡大していくことを望みたい。 

さらに、化学でも工学系は企業就職志向が強いと大学では認識されているが、３章で

も紹介したように、企業は専門分野にこだわりすぎないことを博士人材に求めている。

その意味でも、工学系だけはなく理学系も含めて、企業就職志向の学生にとって、就職

とセットになった奨学金は学生の博士課程進学の強力な後押しになりうる。博士人材の

アカデミア偏在を解消するためにも、企業奨学金を青田買いと捉えず、計画的に活用す

ることが有用と思われる。企業奨学金の充実は、博士人材の産業界シフトを後押しする

とともに、奨学金を得た学生にとっても博士課程修了後の就職が確定することで研究に

集中できるというメリットがある。NEC と東京工業大学の博士課程進学を目指す学生向

けの支援制度[36]は、有効な取組の例といえる。企業から経済支援を受けて博士課程に

進学し、研究に打ち込み、修了後にその企業に就職していく先輩の姿を見て、博士課程

進学希望者も増えるであろう。なお、(1)で述べた提案と同様に、修士の就職活動と同じ

時期に博士課程進学を後押しするような経済支援を得る目途が得られるようにするとと

もに、そのような情報を学生に確実に周知することも必須である。 

 

(4) 大学院教育の価値の喚起 

２章で述べた意識調査から、大学院教育に対する価値認識の変化という興味深い知見

を得た。データの詳細は＜参考資料２＞意識調査データ（36～40ページ）に記載してい

るが、学生時代よりも卒業後の方が自分の受けていた大学院教育や研究に対する評価が
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高くなる傾向にあり、将来に対する不安は逆に小さくなるというものである。後者は、

安全志向が強くなっている現在の学生の気質から考えると当然かもしれないが、個々人

の感想ではなく統計的なデータとして、大学院教育や研究に対する評価がこのように変

化することを学生のうちに知ることは、学生が大学院教育や研究の価値を適切に認識す

ることを通じて、博士課程進学の後押し効果があるものと期待できる。 

また、ジョブ型採用、通年・キャリア採用へのシフトに産学で対応することで、高度

人材になろうとする若手を増やし、博士課程など高度教育を受け、卓越した研究能力と

そこから発出するゼロからイチを生む創造力、これらの能力を活かすトランスファラブ

ルスキル（学問や職業の枠を超えて応用できるスキル）を身に付けた若手人材が増える

ことが期待される。 

 

(5) 自立する精神を持ち革新を志向する人材の育成 

ここまで、各種データや自ら実施した意識調査の結果を踏まえ、博士課程進学を躊躇

させる要因をなくし、学生の背中を押す効果が期待される諸施策を提示してきた。国か

らの経済支援の拡充も、これらの施策案も、博士問題を解決に向かわせるために必要か

つ有用と考える。さらに、今回の意識調査で、目を配るべき、より根源的な要因が浮か

び上がったので、強く指摘したい。自律性や好奇心の高さ、やり遂げる意識について比

較すると、博士課程修了者の方が修士課程修了者よりも有意に高いという結果が得られ

た（２(4)参照）。博士課程修了者ではこれらの気質を持つと認識される回答が、「とても

あてはまる」と「あてはまる」の合計で約 83%に達するが、修士課程修了者は 58%であっ

た。「とてもあてはまる」だけで比較すると、博士課程修了者は約 53%に対して、修士課

程修了者は半分以下の 24%であった。このことは、高度な専門性を有する化学系人材を

育成するためには、化学に関する知識やスキルだけではなく、科学に対する積極的な態

度を育むこと、そういった態度を元にした様々な試行錯誤の経験を学習者に提供するこ

とが重要であることを示唆している。 

今回の調査は経時的変化を追ったものではないため、この評価が博士課程進学率と直

接的な強い因果関係があると断言はできないが、これらの設問が大学入学以前の経験を

問うていることに鑑みると、初等・中等教育において、博士課程進学を選択することに

結びつくような学生の素養育成が十分に機能していないと推測される。実際、OECD生徒

の学習到達度調査（PISA）[37][38]では、生徒の科学に対する態度の項目で最近の日本

の順位は極めて低く、自己肯定感の低さや失敗不安感の高さは諸外国の中でも群を抜い

ている。こうしたデータも考え合わせると、初等・中等教育も充実が図られてきている

が、いわゆる STEAM 教育の中で、このような素養が備わるような教育の改善・強化、例

えば自分で何かを選択し決断する機会をできるだけ多く設ける、失敗する経験を多く提

供するなども必要ではないかと考える。 

 

おわりに 

本見解では、減少に歯止めのかからない日本の博士課程進学率に対して、国からの経済
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支援の大幅な拡充を追い風と捉え、有効な対策の提案・実行を加速すべく、化学分野にお

ける博士課程進学に対する意識調査、化学系企業での博士人材の採用・在籍実態や求める

人材像についての情報収集等を独自に行い、効果が期待できる施策を提案としてまとめた。

博士人材問題を考える際は、学生の人数や修了後の進路状況が学問分野によって異なるこ

とに留意することが重要であり、本見解ではその点に注意を払いながら、現場の声を丁寧

に拾い、エビデンスベースで対応策を示すことに努めた。なお、本見解執筆の終盤 2023

年１月 31日に、NISTEPより「修士課程を 2021年度修了（卒業）及び修了（卒業）予定者

に対する追跡調査」が公表された[39]。この調査においても、博士課程ではなく就職を選

択した理由の上位は、2009 年、2021 年の報告と同じ内容であり、博士課程進学のために

必要な条件は“博士課程在籍に対する経済的支援の拡充”が圧倒的に高かったことから、

本見解で述べた提案は時機を得たものと確信する。また、2023 年１月 19 日に開催された

総合科学技術・イノベーション会議有識者議員懇談会[40]では、「博士人材キャリアにつ

いて」が議題の１つとして取り上げられ、博士人材の企業採用に関して、機械系、電気系、

化学系と分類して論じられるなど、文部科学省も分野の違いを把握することが重要と認識

し始めており、今後の議論の進展に期待したい。 

昨今の日本の経済や科学力の停滞、賃金レベルの低下は、研究力・産業革新の停滞によ

るところが大きく、その根底には自立する精神を持ち革新を志向する人材の逼迫があると

最初に述べた。世界で高度人材に対する高額な報酬での獲得競争が行われている中、日本

はその競争に参画する力も失いつつあるとの危機感を強く持っている。博士人材は、まさ

に高度人材に相当するものであるが、就職動向に関する民間の調査では過去 20 年のうち

に学生の意識が「自分の力を活かす会社から安定した会社志向へ」変化したことが報告さ

れている[41]。逆に言うと、「自立する精神を持ち革新を志向する」学生が減少している

と考えられる。今回の意識調査によって、博士課程進学率の減少は、進取の気性を持った

学生の減少を反映していると想像できる。 

今後の日本経済の浮揚、科学技術振興の鍵となる博士人材を育成し増やすには、博士課

程学生への経済支援の大幅な拡充が必要であり、さらに、初等・中等教育段階からの「自

立する精神を持ち革新を志向する」気風を涵養する教育システムの構築も同時に求められ

る。今後は、ここで提案した対応策を日本学術会議の他の分野や文部科学省をはじめとし

た行政機関等と共有し、企業にも働きかけ、大学関係者や学協会などとも協働する形で、

活動を継続していきたい。 
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＜参考資料１＞審議経過（第 25期） 

 

第３回化学委員会材料化学分科会 

令和３年 12月 24日（金） 

材料化学分科会で議論を進めていた博士人材問題（進学率低下、質の問題）について、材

料化学に限定するのではなく、化学領域の問題として化学委員会に上げ、化学委員会・化

学企画分科会の下に小委員会を設置するなどして活動の場を移すこと提案することを決

定した。 

 

第５回化学委員会・第３回化学委員会化学企画分科会合同会議 

令和３年 12月 24日（金） 

材料化学分科会で議論されてきた博士課程への進学、就職に関する問題について、意思の

表出につなげたい、博士課程の就職状況等に関する実態を伝える活動を学術会議全体にあ

げていきたいとの意見が報告され、本活動を化学委員会の活動として実施することが了承

された。また、博士問題にかかわる小委員会を立ち上げることが決定した。 

 

第１回化学委員会化学企画分科会科学技術立国を支える化学系博士人材の育成支援小委

員会（博士小員会）  

令和４年４月 30日（土） 

役員選出、活動の方向性、活動内容及びおよそのスケジュールを確認した。 

  

第２回博士小委員会 

令和４年５月 14日（土） 

意見交換：当小委員会の目標とその達成に向けたアクションにつき意見交換を行い、目標

を「学生が博士進学を前向きにとらえ、進学希望者をふやす環境・しかけづくりを行う」

とし、学生の意識調査とそれに基づく効果的な活動として、公開シンポジウムの実施、「化

学と工業」誌への特集記事掲載が承認された。また、新たに２名の委員を申請することと

した。 

  

第３回博士小委員会 

令和４年６月 11日（土） 

学生への意識調査のための具体的項目につき議論し、概ね決定した。また、博士課程進学

に関して、分子科学研究所所長招聘会議での議論を振り返りながら、就職活動の影響につ

いて議論をした。 

 

第４回博士小委員会 

令和４年７月９日（土） 

学生への意識調査の詳細を詰め、テストアンケート実施の段取りも決めた。 
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また、博士問題に関する公開シンポジウムのプログラムにつき議論し、概ね確定した。 

 

第８回化学委員会・第５回化学企画分科会・第５回博士小委員会合同会議 

令和４年８月 27日（土） 

参考人として東北大学大学院教育学研究科教育学部島一則教授をお招きし、大学院教育の

経済・社会的効果につき勉強会を行った。また、オブザーバーとして 11 月に開催予定の

博士問題に関する公開シンポジウムの講演者をお招きし、委員会のこれまでの議論を理解

いただくとともに、博士問題に関する意見交換を行い、シンポジウムで語るべきことなど

を議論し整理した。 

 

第６回博士小委員会  

令和４年 10月８日（土） 

化学分野で実施したアンケート結果の速報につき情報共有するとともに、アンケート結果

の内容につき議論した。また、11月５日に開催予定の博士問題に関するシンポジウムで行

うパネルディスカッション内容について議論し整理した。 

 

第９回化学委員会・第６回化学企画分科会合同会議  

令和４年 11月５日（土） 

同日開催の公開シンポジウム「日本の社会・産業をリードする化学系博士人材とは〜産学

で取り組む博士人材育成と、これから博士を目指す学生への期待〜」における午前中の議

論を受けて意見交換を行った。また、午後のプログラムにおけるパネルディスカッション

の進め方について議論した。これらを踏まえ、今後の活動の方向性について意見交換・議

論を行った。 

 

第７回博士小委員会 

令和４年 12月 10日（土） 

博士問題に関するシンポジウムについて、参加者に対するアンケート結果を共有し、意図

に即した効果が得られたことを確認した。シンポジウムでの講演の内容を「化学と工業」

誌に掲載するため、その内容と進捗を確認した。さらに、意思の表出の骨格について再度

議論し、記載内容の詳細について詰めを行った。 

博士問題に関する他組織のイベント情報を共有し、適宜参加して情報収集することとした。 

 

第 10回化学委員会・第７回化学企画分科会・第８回博士小委員会合同会議 

令和４年 12月 22日（木） 

見解のドラフトを基に、主張するポイントを整理し、盛り込むべき内容を議論した。 

 

第９回博士小委員会 

令和５年 1月 14日（土） 
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見解作成の仕上げとして、科学的助言等対応委員会の「助言」「調査結果」の内容を再度

共有・確認した。主張する背景として、国際的な競争の視点を充実させることとした。ま

た、博士課程修了後のアカデミアへの進路魅力について、アンケートの自由記載の内容を

追記することとした。見解に示す提案のそれぞれに対して、発出先（見解配布先）を記載

することとした。 

 

第 11回化学委員会・第８回化学企画分科会・第 10回博士小委員会合同会議 

令和５年２月 11日（土） 

見解の最終案を確認し、提出が承認された。 

 

令和５年８月 25日（金） 

科学的助言等対応委員会承認 

見解「日本の社会・産業をリードする化学系博士人材の育成支援と環境整備 

産・官・学一体で取り組む博士人材層強化への流れづくりと博士課程進学に対する

ポジティブイメージの醸成」 
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＜参考資料２＞意識調査データ 
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